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○ はじめに　　　　

‖

純経常行政経費

（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成

う、総務省の作成基準（総務省方式改定モデル）に基づき、財務書類4表

※財務書類４表の相関関係

経 常 行 政 経 費

｜

経 常 収 益資　　産

【行政コスト計算書】【貸借対照表】

負　　債

し、公表しています。この度、平成26年度決算に基づく上毛町一般会計及び特別 純 資 産

歳計現金会計の連結財務書類4表を作成しましたので、公表いたします。

現在の会計制度では、その年にどのような収入があり、それをどのように使っ

たか分かりやすい反面、町が整備してきた資産の総額とその財源内訳などの情報

や、行政サービス提供のために発生した経費の情報を十分に把握できないという

側面があります。

上毛町では、財政状況をより分かりやすく町民の皆様に御理解いただけるよ

○ 財務書類４表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※作成モデルの種類

‖

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

支　　　出 純経常行政経費

収　　　入

｜

行政コスト計算書

貸借対照表

歳計現金増減額

＋

｜

‖

一般財源・補助金受入等

＋

±

前年度末歳計現金残高

内　　容表の名称

当該年度末歳計現金残高 当該年度末純資産残高

　現金が１年間でどのように増減したかを示したもの

　純資産が１年間でどのように変動したかを示したもの

　１年間の行政サービスにかかった経費（コスト）を示したもの

　住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その
 

　財産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に示したもの

‖

資金収支計算書

純資産変動計算書

資産評価差額等

前年度末純資産残高

※作成モデルの種類

　  「総務省方式改定モデル」　・・・・・固定資産台帳や個々の複式記帳によらず、既存の決算統計情報を活用して作成するモデル。

　　「基準モデル」　・・・・・　開始貸借対照表を固定資産台帳等に基づき作成し、公正価値で把握した上で、個々の取引情報を発生主義により複式記帳して作成するモデル。



　１．公共資産 24,309,711 　１．固定負債 5,890,198

　　（１）有形固定資産 23,203,607 　　（１）地方債 4,748,336

　　（２）売却可能資産 1,106,104 　　（２）退職手当引当金 1,141,862

　２．投資等 4,199,435 　２．流動負債 525,096

金額資産の部

貸借対照表
平成27年3月31日現在

金額負債の部
貸借対照表は、これまで町が整備してきた建物や土地など

の資産がいくらあり、その財源である将来世代の負担（負債）

と現役・過去世代の負担（純資産）がいくらあるかを示した

ものです。

町が保有している資産総額は、左側に示されている331億円

であり、その資産を作るために使われたお金が、右側に示され

ている負債64億円と純資産の267億円です。それぞれの割合を

見ると、負債が19％、純資産が81％となっています。町の資産

を形成するにあたり、将来世代への負担が低く抑えられている

ことが分かります。

（１）有形固定資産

庁舎、学校、げんきの杜、グラウンド、体育館等

（２）売却可能資産

普通財産等の売ってお金にすることができる資産

（２）退職手当引当金

現在の職員が辞めたときに

必要になる退職手当

（単位：千円）

　　（１）投資及び出資金 270,577 　　（１）翌年度償還地方債 480,976

　　（２）貸付金 116,604 　　（２）賞与引当金 44,120

　　（３）基金等 3,737,282

　　（４）長期延滞債権 84,176 　　負債合計 6,415,294

　３．流動資産 4,580,337

　　（１）財調・減債基金 4,229,257 　　純資産合計 26,674,189

　　（２）歳計現金 331,069

　　（３）未収金 20,011

資産合計 33,089,483 負債及び純資産合計 33,089,483

　

金額純資産の部

貸借対照表は、これまで町が整備してきた建物や土地など

の資産がいくらあり、その財源である将来世代の負担（負債）

と現役・過去世代の負担（純資産）がいくらあるかを示した

ものです。

町が保有している資産総額は、左側に示されている331億円

であり、その資産を作るために使われたお金が、右側に示され

ている負債64億円と純資産の267億円です。それぞれの割合を

見ると、負債が19％、純資産が81％となっています。町の資産

を形成するにあたり、将来世代への負担が低く抑えられている

ことが分かります。

また、左側の資産のうち、「2.投資等」と「3.流動資産」

の合計は、88億円となっています。これらの資産は、「1.公

共資産」に比べて、比較的容易に現金に換えることができる

資産であることから、本町においては、地方債残高47億円を

大きく上回る資金が確保できていることになります。

将来の負担に対する備えがしっかりとできた、強固な財政

基盤が確立されています。

（１）有形固定資産

庁舎、学校、げんきの杜、グラウンド、体育館等

（２）売却可能資産

普通財産等の売ってお金にすることができる資産

容易に現金に換えることができる資産

（２）退職手当引当金

現在の職員が辞めたときに

必要になる退職手当

（２）賞与引当金

来年度６月に支払われる賞

与のうち本年度12月から3月

分に該当する金額

（単位：千円）



　１．人にかかる経費 749,707

　　（１）職員給料 689,740

　　（２）退職給付費用 15,799

　　（３）賞与給付費用 44,168

　２．物にかかる経費 1,612,717

　　（１）物件費 737,216

　　（２）維持補修費 53,488

金　額

行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日
至　平成27年3月31日

行政コスト計算書は、企業の損益計算書にあたるもので、貸借対照表は、

ある一時点における財政の状況を表すものですが、これから説明する３つ

の財務書類は、ある一定期間内における財政状況の動きを表したものにな

ります。

「1.人にかかる経費」は、町の職員給与、議員報酬、臨時職員の給与等

の支払いにかかる経費です。退職給付費用は、退職金の支払が永年の通常

勤務に対する代価ですから、通常勤務のコストと考えて、毎年必要な額を

引き当てます。実際の退職金の支払はこの引当金から支払われたと考えて、

新しい経費は発生させません。賞与給付費用も同様に、来年度に支払われ

る賞与のうち、本年度の勤務の代価にあたる金額を引き当てたものです。

「2.物にかかる経費」のうち物件費は、人件費以外の全ての業務の費用

です。維持管理費と減価償却費は、設備に関する費用です。維持補修費は、

（単位：千円）

　　（２）維持補修費 53,488

　　（３）減価償却費 822,013

　３．移転支出的な経費 2,464,649

　　（１）社会保障給付費 1,374,273

　　（２）補助金等 833,229

　　（３）他会計・他団体への支出額 257,147

　４．その他の経費 113,566

　　（１）地方債償還利子 93,620

　　（２）その他 19,946

経常経費合計 4,940,639

経常収益
（ 使用料・手数料・分担金・保険料等 ）

934,289

純経常行政経費
（ 経常経費 － 経常収益 ）

4,006,350

行政コスト計算書は、企業の損益計算書にあたるもので、貸借対照表は、

ある一時点における財政の状況を表すものですが、これから説明する３つ

の財務書類は、ある一定期間内における財政状況の動きを表したものにな

ります。

「1.人にかかる経費」は、町の職員給与、議員報酬、臨時職員の給与等

の支払いにかかる経費です。退職給付費用は、退職金の支払が永年の通常

勤務に対する代価ですから、通常勤務のコストと考えて、毎年必要な額を

引き当てます。実際の退職金の支払はこの引当金から支払われたと考えて、

新しい経費は発生させません。賞与給付費用も同様に、来年度に支払われ

る賞与のうち、本年度の勤務の代価にあたる金額を引き当てたものです。

「2.物にかかる経費」のうち物件費は、人件費以外の全ての業務の費用

です。維持管理費と減価償却費は、設備に関する費用です。維持補修費は、

各種設備の機能を維持するために必要な修繕等に要した費用です。減価償

却費は、設備が劣化してそのうち使えなくなるので、その時の更新費用を

予め引き当てておこうとするものです。

「3.移転支出的な経費」は、その経費で町が直接サービスを行うもので

はなく、一部事務組合など、他の組織が行うサービスの経費に対し、負担

金等として支出されたものです。そのうち、社会保障給付費は、各種法律

に基づき支出されるもので、財源には主に国庫支出金などが充てられます。

補助金及び他会計・他団体への支出額は、京築広域市町村圏事務組合や介

護保険広域連合等への負担金です。

その他の支出の主なものは、地方債の償還利子で、支出全体の1.9％に

あたります。

以上、全ての行政コストから、受益者が負担する使用料、手数料、保険

料等を差引いたものが「純経常行政経費」となり、本町では、40億1千万円

となっています。この経費は当然、税金や地方交付税などの一般財源で賄

われることになり、純資産をマイナスさせる要因になります。

（単位：千円）



　　前年度末純資産残高 25,995,352

　　１．純経常行政経費 △ 4,006,350

　　２．一般財源 3,677,429

　　　（１）地方税 823,677

金　額

純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日
至　平成27年3月31日

純資産変動計算書は、町の純資産が１年間でどのように変動した

かを表したものです。純資産は、過去及び現代の世代が既に負担し

ている部分であり、純資産の変動は、将来世代と過去・現世代との

間の負担配分の変動を表します。

本町における平成25年度末の純資産の残高は 260億円です。

この純資産を減少させるものは、行政コスト計算書で計算される

純経常行政経費40億1千万円（業務費用＋減価償却費＋各種引当金

繰入額からなっています。）、売却可能資産の取得価格と売却可能

価格との差額等である資産評価差額が5千万円です。

（単位：千円）

　　　（１）地方税 823,677

　　　（２）地方交付税 2,561,856

　　　（３）その他 291,896

　　３．補助金等受入 1,066,349

　　４．臨時損益 △ 8,439

　　５．資産評価差額 △ 50,152

当該年度末純資産残高 26,674,189

純資産変動計算書は、町の純資産が１年間でどのように変動した

かを表したものです。純資産は、過去及び現代の世代が既に負担し

ている部分であり、純資産の変動は、将来世代と過去・現世代との

間の負担配分の変動を表します。

本町における平成25年度末の純資産の残高は 260億円です。

この純資産を減少させるものは、行政コスト計算書で計算される

純経常行政経費40億1千万円（業務費用＋減価償却費＋各種引当金

繰入額からなっています。）、売却可能資産の取得価格と売却可能

価格との差額等である資産評価差額が5千万円です。

また、純資産を増加させるものは、税収や地方交付税、国・県か

らの補助金で、47億4千万円です。

本町における平成26年度末の純資産残高は、267億円となり、前

年度末と比較すると、純資産は、約7億円増加しています。これ

は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資産を形

成したことにより、将来世代の負担が軽減されたことを意味してい

ます。

（単位：千円）



　
 １．経常的収支

      日常の行政活動に必要な人件費、物件費等の支出
       と、その財源である地方交付税、税金、使用料等
       との収支額

1,633,275

　
 ２．資本的収支

      

金　額

資金収支計算書
自　平成26年4月  1日
至　平成27年3月31日

資金収支計算書は、１年間の現金の動きを性質の異なる３つ

の区分（活動）に分けて表示した財務書類です。従来の単式簿

記による決算書と同じ内容です。

「1.経常的収支」は、人件費や物件費などの支出と税収や手数

料などの収入が計上されており、日常の行政活動による資金収

支の状況が示されています。

「2.資本的収支」は、公共資産の整備などによる支出とその財

源である補助金・借金などによる収入が計上されており、いわ

ゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が示されてい

ます。

「3.財務的収支」は、出資、貸付、基金の積み立て、借金の返

済などによる支出とその財源である補助金、借金、貸付金元金

（単位：千円）

      公共資産の整備等による支出と、その財源となる
       補助金、借入金、基金等との収支額 △ 424,810

 ３．財務的収支

      出資金、貸付金、借入金の返済等による支出と、
       その財源となる補助金、貸付金回収元金等との
       収支額

△ 1,306,267

　当該年度資金収支額 △ 97,802

　前年度末資金残高 428,871

　当該年度末資金残高 331,069

資金収支計算書は、１年間の現金の動きを性質の異なる３つ

の区分（活動）に分けて表示した財務書類です。従来の単式簿

記による決算書と同じ内容です。

「1.経常的収支」は、人件費や物件費などの支出と税収や手数

料などの収入が計上されており、日常の行政活動による資金収

支の状況が示されています。

「2.資本的収支」は、公共資産の整備などによる支出とその財

源である補助金・借金などによる収入が計上されており、いわ

ゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が示されてい

ます。

「3.財務的収支」は、出資、貸付、基金の積み立て、借金の返

済などによる支出とその財源である補助金、借金、貸付金元金

の回収などの収入が計上されており、投資活動や借金の返済に

よる資金の出入りの状況が示されています。

本町の財務的収支は、△13億1千万円であり、この収支がマイ

ナスになった主な要因としては、基金への積み立てを行ったこ

とや町債の返済額が新規の借入額を上回ったことなどがあげ

られます。

新規の起債を抑制することで町債の残高を着実に減らしてい

き、将来への負担を軽減しています。

これら3つの区分による収支の合計が、１年間の資金の増減を

表します。本町では、経常的収支の黒字分16億3千万円が、資本

的収支の△4億2千万円と財務的収支の△13億1千万円に充てられ

たことになりますが、その結果、１年間の収支は1億円の

マイナスになり、年度末の資金残高は、3億3千万円になりました。

この資金は、町の資産（流動資産）として貸借対照表に計上さ

れます。

（単位：千円）


